
27年国調 268,800 人

22年国調 271,460 人  

増減率 -1.0 ％

H31.1.1 266,943 人 第１次 面積 41.72 K㎡

H30.1.1 267,642 人 人口密度 6,443 人
増減率 -0.3 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

38,613,772 37.9 35,281,090 66.6 第３次 山振 ×

431,161 0.4 431,161 0.8 離島 ×     （千円）     （千円）

84,086 0.1 84,086 0.2 過疎 × 101,869,670 98,684,190

200,275 0.2 200,275 0.4 半島 × 101,001,104 98,630,071

170,044 0.2 170,044 0.3 首都 × 868,566 54,119
4,740,824 4.7 4,740,824 9.0 近畿 〇 121,562 17,225

- - - - 中部 × 747,004 36,894

- - - - 構成比 超過課税分 市町村圏 × 710,110 1,072

232,900 0.2 232,900 0.4 91.3 特定農山村 × 57,586 46,613

- - - - 91.3 財政再建 × 78,400 143,700

254,476 0.2 254,476 0.5 44.3 指数表選定 〇 0 280,000
11,385,331 11.2 10,781,698 20.4 1.1 財源超過 × 846,096 △ 88,615

10,781,698 10.6 10,781,698 20.4 35.2

603,633 0.6 - - 1.9

56,112,869 55.1 52,176,554 98.5 6.1

35,168 0.0 35,168 0.1 41.6

1,035,344 1.0 - - 40.8

1,240,036 1.2 493,972 0.9 0.9

533,089 0.5 10,460 0.0 4.6
22,237,066 21.8 - - - 

47,056 0.0 47,056 0.1 - 

7,891,429 7.7 - - - 

370,614 0.4 87,540 0.2 8.7 議員公務災害 × し尿処理 × H29.4.1

108,960 0.1 - - 8.7 非常勤公務災害 × ごみ処理 〇 H29.4.1

248,214 0.2 - - 0.0 退職手当 × 火葬場 〇 H29.4.1

54,119 0.1 - - - 事務機共同 × 常備消防 × H7.7.1

1,110,462 1.1 106,189 0.2 8.6 税務事務 × 小学校 × H7.7.1

10,845,244 10.6 - - - 老人福祉 × 中学校 × H7.7.1
- - - - - 伝染病 × その他 〇

5,497,644 5.4 - - - 
101,869,670 100.0 52,956,939 100.0 100.0

31,289,794 31,266,649

42,071,492 40,737,508

40,242,394 40,197,670

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 56,521,736 54,207,935

16,887,226 16.7 15,463,558 514,228 0.76 0.76

11,382,343 11.3 10,494,470 6,010,528 1.3 0.1

35,964,294 35.6 10,465,323 23,555,250 93.7 95.2

8,855,261 8.8 8,804,771 7,029,947 14.0 15.1

元利償還金 8,852,556 8.8 8,802,066 160,372 実質赤字比率（％） - - 

一時借入金利子 2,705 0.0 2,705 117,972 連結実質赤字比率（％） - - 

61,706,781 61.1 34,733,652 344,069 実質公債費比率（％） 5.8 6.9

9,399,364 9.3 7,770,385 6,392,246 将来負担比率（％） 16.1 30.5

447,307 0.4 440,111 2,524,280 財調 5,840,208 5,782,622

9,330,472 9.2 8,764,861 6,719,882 減債 - - 

884,683 0.9 572,214 61,662 特定目的 2,492,819 2,405,938

9,829,381 9.7 7,874,064 8,804,771 97,558,523 94,938,054

392,660 0.4 250,502 - 73,750,889 70,499,601
1,005,160 1.0 521,460 - 物件等購入 - - 

- - - 62,235,207 保証・補償 - - 

8,889,979 8.8 1,880,172 423,862 その他 11,226,607 6,734,380

417,802 0.4 417,802 千円 △ 19,156 実質的なもの - - 

普通建設事業費 8,742,640 8.7 1,818,510 38,619 108,971 72,631

　うち補助 3,345,476 3.3 201,220 99.5 ％ % 61,752 - - 

　うち単独 5,349,901 5.3 1,615,187 合  計 99.3：97.7 99.3：97.9

災害復旧事業費 147,339 - 61,662

失業対策事業費 - - - 

101,001,104 100.0 62,235,207 千円

保険給付費 334

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

※産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。

※住民基本台帳法の改正により、住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

中核市

平成３０年度

268

37

平成２９年度

職員数（人）

254

0
1,723

1

定　数

1

副市区町村長 2

教育長

特別職等

市区町村長

                        歳  入  の  状  況

8,112,405

0.7

普通税

　法定普通税

67.8

18,224

- 
1,769,341

土地開発基金現在高

0.9

101,001,104

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

109.8

-

98

歳　出　合　計

歳　入　一　般　財　源　等

58,135,098

   市  町  村  税  の  状  況

区　分

    （単位　千円・％）

地方債現在高

3,332,682

- 

法定外普通税

3,350,906

479,401

479,401

- 

- 

- 

- 

- 

- 

346,929

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

38,613,772合　計
- 

15,770,006

法定目的税

軽自動車税

- 

- 

3,350,906

鉱産税

15,421,071

経常収支比率経常経費充当一般財源等

　　　都市計画税

旧法による税

- 

26.4

法定外目的税
　　　水利地益税等

- 

　　　所得割

　　　法人均等割

　　　法人税割

　　　入湯税

　　　事業所税

固定資産税

　うち純固定資産税

特別土地保有税

目的税

　特別交付税

交通安全対策特別交付金

平成３０年度

決 算 状 況
1,004

（一般財源計）

人　口

住民基本
台帳人口

（単位　千円・％）

30.3

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方債

地方特例交付金
地方交付税

軽油引取税交付金

国有提供交付金

　普通交付税

区　分

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

補助費等

都道府県支出金

財産収入

区　分

　うち減収補てん債特例分

　うち臨時財政対策債

寄附金

繰入金

  うち職員給

扶助費

物件費

維持補修費

内
訳

公債費

（義務的経費計）

歳 入 合 計

分担金・負担金

使用料

手数料
国庫支出金

繰越金

諸収入

歳出総額
収
 
支
 
状
 
況

歳入総額

479,401

歳入歳出差引
翌年度に繰越すべき財源　

指定団体等
の指定状況

区　分

市町村類型

27 2124

団体名都道府県名
産 業 構 造

区分 ２７年国調

983

0.9 0.9

31.2

２２年国調

31,799

市町村たばこ税

72,71872,173

68.8

　　市町村民税
　　　個人均等割

738,487

33,485

35,262,866

2,342,659

16,048,664

418,527

13,598,259

17,097,932

収入済額

35,262,866

実質単年度収支

- 

479,401
一
般
職
員
等

合　計
臨時職員

　うち消防職員

1,686一般職員

積立金取崩し額

- 

区　分

- 

- 
一部事務組合加入の状況

　うち技能労務員

教育公務員

1

26

基準財政収入額

基準財政需要額

議会副議長

一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)

適用開始年月日

平成30年度(単位千円) 平成29年度（単位千円）

7,000

1

514,410 0.5

9,090

標準財政規模

- 

(A)のうち普通建設事業費

議会議長

議会議員

積立金

繰上償還金

6,100

標準税収入額等

積
立
金

現
在
高

区　分

7,830

6,500

6,930

財政力指数 

165,362

2,922,169

健
全
化
判
断

比
率

単年度収支

八尾市
1-6 地方交付税種地

実質収支

大阪府

2,321,867

実質収支比率（％）

経常一般財源等比率（％）

8,760,611 8.7

60,294

2,978,367

180,142 公債費負担比率（％）

6.86,894,497

- 

176,874

0.2 111,243

3,196

8,855,261

8,499,160

0.2

- 

10,007,320

- 

17.9

14.9 衛生費

53.0

- 

9.9

2,672,136

8.4

2.6

議会費

総務費

13.9

14.9 労働費

消防費

教育費

12.9

農林水産業費

商工費

現
年
：
計

徴
収
率
　
％

市町村民税
　現年分：計

100.0

諸支出金 - - 
前年度繰上充用金 - 

うち公的資金

加入世帯数(世帯）

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実質収支

被保険
者一人
当り

- 
- 

債

務

負

担

行

為

額

（

支

出

予

定

額
）

収益事業収入

63,103,773

99.2：97.7

99.3：97.6
純固定資産税
　現年分：計

保険税（料）収入額

国庫支出金
6,711,763

国民健康保険

0.0

11.9

- 

その他

1,416,154

102,134

介護サービス 29,425

3,088,193

　うち人件費

投資的経費

　うち一部組合負担金

繰出金

554,134

6,957,738

- 
501,730

0.9

区　分 決算額(A)

歳 出 合 計

投資・出資金・貸付金
積立金

前年度繰上充用金

内
 
 
訳

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計

経　常　収　支　比　率

- 

性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％）

479,401 

人件費

構成比

2,705

34,612,669

7,513,596

436,960

10,465,298

8,726,300

8,723,595

民生費

土木費

147,339

公債費

0.1

0.6

186,903

612,272

災害復旧費

53,674,321

99.3：97.6

8,742,640

15,773,865

再差引収支

被保険者数（人）上水道

合計

下水道

99.1：98.1

4,426,196

病院

（減収補てん債（特例
分）及び臨時財政対策債
除く）

59.2

0.0

8.8


